
□中間
■事後

6-1

H30 R1 R2 R3 R4

1 5回 － － 0回 4回 4回 5回 5回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,513 千円）

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【令和4年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）・総務課（職員担当）

事務事業名 北方領土対策に伴う職員給与費 事業番号

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期 事務区分
■自治
□法定受託

市職員

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他

0

7,296 7,140

一般財源 0

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方四島における共同経済活動に係る調査・連携
北方領土問題に関する情報収集
北方領土問題に関する他団体等の連携強化

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方領土問題に関する他団体等との連携を図りながら、北方四島における共同経済活動等の情報
収集及び分析など、北方領土隣接地域の課題解決に向けた対応・検討を行う。

３　事務事業の現状

実績値

専門家会議等の実施

活動指標名
計画値
（R2）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R4予算 R4決算 R5予算

7,296 7,140

人員（人工）

0 0

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 7,296 7,140

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 3,702 3,663

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



令和２年度予算より共同経済活動調査事業と総合済である。

北方領土対策に関する専門家会議の「陸揚庫の保存と活用を考える分科会」において、市民向けの
シンポジウム等を開催し、北方領土と直接繋がっていた唯一の歴史的建造物として、保存と活用を高
める機運の醸成が図られた。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

北方四島交流事業が実施されてから３０年目を迎え、各分野においては一定の成果を挙げている
が、さらに一歩進めた領土問題の解決に資する取り組みとして、根室海峡を挟み隣り合わせで暮らす
北方領土隣接地域と四島側、それぞれの住民同士が顔の見える隣人づきあいを各界各層で積み重
ねていくことも重要であることから、北隣協（根室管内１市４町）と北方四島との新たな地域間交流の
実現に向け、国等に対して要望している。

今後の動向・市民ニーズなど
専門的見地からの調査研究を進めるため、令和３年７月に専門家会議をしたところである。
国の登録有形文化財に指定された根室国後間海底電信線陸揚庫の保存・活用や新たな地域間交流
のあり方など、検討を行う必要がある。

５　事務事業の評価

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

作成年月日 令和５年１１月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 本事業は市単独事業であるため、受益者負担はない。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

イ．

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

北方領土に関する専門家会議は令和３年７月に市が設立したところである。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業を遂行する上でより効果的な予算執行に努めていく。

□ある　　□一部ある　　■ない

市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

北方領土に関する専門家会議は令和３年７月に市が設立したところである。

□ある　　□一部ある　　■ない

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない


